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 気候変動により降雨の二極化（大雨と少雨の激化）、降雪から降雨への変化、融雪の早期化、

蒸発散量の増大等が予想されている。これらの影響を受け、降水の流出量やその卓越する時期

が変化するなどの水文流出の変化が予想されており、これによる渇水リスクの増大や生物への

影響が懸念されている。それらは将来の話ではなく、気温上昇が顕在化している現時点におい

ても降雨や融雪水の流出に何らかの変化が生じていると考えらえる。本研究ではダムへの流入

量を自然状態の山地流出とみなし、それらのデータを分析することで水資源を構成する重要な

要素である山地からの水文流出の変化を調べた。その結果、積雪域においては融雪の早期化に

伴う流出の早期化が発生していることが明らかとなった。 
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1.  はじめに 

 気候変動による降雪から降雨への変化、融雪の早期化
例えば1)、降雨の二極化（大雨の極端化例えば2)と少雨の極端

化3)）、蒸発散量の増大などが予想されている。それら

がもたらす水文流出の変化（図-1）は河川流量の年間変

動パターンの変化や渇水流量の低下3)を招くことが予想

されている。これによる渇水リスクの増大や生物への影

響が懸念されている。 
気候変動による水文流出の変化が既に生じていること

も指摘されている。観測データから、気温の上昇による

融雪4)および融雪出水5)の早期化、年間および季節的な基

底流量の変化6)が見られている。さらに、本州日本海側

では、気温の上昇に伴い河川流量の季節性が変化してい

るとの指摘もある7)。 
山地が多くを占める日本では気候変動により山地流出

がどのように変化するかは水資源の管理にとって極めて

重要となる。また、日本の水文流出の特徴は地域によっ

て異なるため、気候変動が及ぼす影響も地域性を有する

ことが予想される。本研究では、まず、自然状態の山地

流出とみなせるダムへの流入量の観測データを用いて日

本全国における山地流出の特徴をクラスター分析によっ

て調べた。次に、それらに対してトレンド分析を実施す

ることで近年の山地流出の変化傾向を流出パターン別に

調べた。気候変動データと水文流出モデルを用いた将来

予測3)なども行われているが、本研究は観測データのみ

から変化傾向を分析するものであることから、気候モデ

ルや水文モデルの不確実性を含まない分析である点を強

調しておく。なお、本報文は出版済みの論文の内容をま

とめたものであり、詳細は参考文献8)を参照されたい。 
 

 
 

図-2 対象としたダム（参考文献 8）より引用） 

白点と赤点はそれぞれ 2013年から 2022年までの 10年間、1993
年から2022年までの30年間のデータが使用可能なダム。前者は

クラスター分析、後者はトレンド分析に用いた。

図-1 気候変動に伴う降水と流出の変化
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2.  使用したデータと分析手法 

 
(1)   ダム流入量データ 
 本 研 究 で は 「 ダ ム 諸 量 デ ー タ ベ ー ス 」

（https://mudam.nilim.go.jp/）に公開されている国及び水資

源機構、都道府県管理ダムの月統計値を使用した。本研

究では、自然状態の山地流出によるダム流入量を評価す

るため上流に他のダムが存在するダムは分析対象から除

外した。また、複数の山からの流出の混在を避けるため、

集水面積が300 km²を超えるダムは分析の対象から除外

した。さらに、工事や観測エラー等の影響を受けたダム

を除外するため対象期間（2013～2022年）における月流

入量の中央値の0.1倍から10倍の範囲に収まらない月が

存在するダムも分析対象から除外した。前述の条件を満

たし、2013年から2022年までの期間に欠損のない266の
ダム（図-2）をクラスター分析に用いた。また、1993年
から2022年までの期間に欠測データのない94のダム（図

-2）をトレンド分析に用いた。 
 
 
(2)   クラスター分類手法 

 年間の流入パターンの分類を目的に月流入量データを

用いたクラスター分析を実施した。ダム流入量は流域面

積の影響を大きく受けることから、流域面積の影響を除

外するため正規化ダム流入量を算出した。正規化ダム流

入量は各ダムの月流入量を平均年流入量で除すことで求

めた。 
 クラスター分類には階層型クラスター分類を採用した。

確率分布の類似性を定量化できる指標であるJensen-
Shannon Divergence（JSD）を用いて、二つのダム間の流

入パターンの類似性を評価した。この手法により、正規

化月流入量の平均値と年ごとのばらつきの双方を考慮し

た類似性の評価が可能となる。本研究では二つのダム間

の各月の正規化月流入量の確率分布に対するJSDを毎月
算出し、12か月間のJSDの合計を二つのダムにおける流

入パターンの類似性の尺度として用いた。すべての2つ
のダムの組み合わせに対して類似度を計算することで距

離行列を作成し、階層型クラスター分類により分類した。

なお、クラスター間の距離の計算にはウォード法を採用

した。 
 
(3)  トレンド分析手法 

年流入量と月流入量の変化傾向を調べるためトレン 

 

 
図-3 各月の正規化流入量（参考文献 8）を一部改変） 

 



 

HOSHINO Tsuyoshi 

ド分析を実施した。年流入量および月流入量の変化傾向

として、Sen’s slopeを算出した。変化量を変化率に変換

するため、各ダムにおいて年流入量と月流入量をそれぞ

れ平均年流入量および平均月流入量で除算した。また、

Mann-Kendall検定により変化傾向の統計的有意性を評価

した。 
 
 

3. 分析結果 

 

(1)  山地流出のパターン分類 

 2013年から2022年までの10年間における流入量データ

が利用可能な266のダムの各月の正規化流入量を算出し 

 

た（図-3）。正規化流入量に基づきクラスター分類を実

施し、4つのクラスターに分類した（図-4）。その結果、

流出パターンの地域性が明確となった。クラスター1

（40ダム）は本州・四国・九州の内陸側に位置する。ク

ラスター2（100ダム）は本州・四国・九州の太平洋側に

位置する。クラスター3（88ダム）は北海道および本州

北部の日本海側に位置する。クラスター4（38ダム）は

本州の日本海側に位置する。 

 クラスターごとに流入の卓越する時期は異なる（図-5
上）。クラスター1と2は7月に流入量が最大となり、6月
から10月までの流入が総流入量に占める割合が大きい。

クラスター1と2は正規化流入量の平均値は類似した傾向

を有しているが、その年変動の大きさは大きく異なり、

クラスター2は全月においてクラスター1より変動係数

（CV）が約0.2～0.3大きい（図-5下）。この結果は、夏

季の降雨がクラスター1および2のダム流入量の総量に大

きく寄与していることを示している。また、太平洋側

（クラスター2）のダムは、台風や梅雨などの大雨の有

無により流入量が大きく変わるため、流入量のばらつき

が大きいと考えられる。クラスター3では4月と5月に流

入量が多く、この2ヶ月で年間流入量の約3分の1を占め

る。クラスター4では3月と4月に流入量が顕著に増加す

る。クラスター3と4のダムは北海道や本州日本海側に位

置し、降雪量が大きく、山地流出に対する融雪の影響は

大きい。クラスター3はより北に位置することから、雪

解けの開始時期がクラスター4より遅く、クラスター3の
地域では降雪の割合がより多いことから、山地流出に占

める融雪の割合がクラスター4の地域よりも大きいと考

えられる。 
年流入量の変動係数（CV）のクラスター平均値は、

クラスター1、2、3、4でそれぞれ0.18、0.27、0.16、0.19
である。クラスター1の年流入量のCVは2番目に小さく、

年間を通じて低いCVとなる。融雪水が年流入量に占め

る割合が大きいクラスター3および4の地域では、融雪期

におけるCVが小さいことから、年流入量が比較的安定 

 
図-4 クラスター分類結果（参考文献8）より引用） 

 

 
図-5 各クラスターの特徴（参考文献 8）を一部改変） 

上は正規化流入量、下は変動係数を表す。 
     

 
図-6 年流入量の変化傾向（参考文献8）より引用） 
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する。一方、クラスター2は流入量の大きい夏季のCVが
大きいため、年流入量のCV自体も大きく全クラスター

で最大となる。これらの結果から、年流入量のばらつき

の大きいクラスター2の地域（太平洋側地域）において

は安定した水資源の確保のために貯水がより重要となる

水文的な特徴を有することが示唆される。 
 

(2)  山地流出の変化トレンド 

 本研究では、1993年から2022年までの期間において欠

測のない94のダムを対象に流入量の長期変化傾向を分析

した。その結果、年流入量は多くの地点で有意な変化傾

向を示さないことがわかった（図-6）。一方で、月流入

量には顕著な変化傾向を示す月が存在することがわかっ

た（図-7, 8）。全クラスターにおいて、12月から4月に

かけて流入量が増加し、その後5月から6月にかけて減少

する傾向が見られた（図-8）。クラスター3では、3月の

流入量増加率は約1.5%/年であり、約75%のダムで有意な

増加が確認された。同様にクラスター4では、3月の流入

量の増加率は約0.3%/年であり、約25%のダムで有意な増

加が確認された。クラスター3と4における3月の流入量

増加、5月の流入量の減少は、積雪地域における山地の

融雪開始時期が早まっていることを示唆している。 

 融雪の早期化が生じているかを確認するために「国土

交通省 水文水質データベース」（https://www1.river.go.jp/）
に公開されている観測積雪深データによる分析を実施し

た（図-9）。なお、分析手法の詳細は参考文献を参照さ

れたい。融雪の早期化を裏付けるように、日本の山地で

観測された積雪データも、融雪期の前半である1月から3
月（高緯度では4月）では積雪深の減少幅が増加傾向に

あり、3月（高緯度では4月）から5月の減少幅は減る傾

向にある。これは1月から3月（高緯度では4月）にかけ

て融雪が進む（もしくは積雪深の増大が鈍化する）こと

を、3月（高緯度では4月）から5月の減少幅の減少傾向 

 
 

図-7 トレンド分析結果（参考文献 8）を一部改変） 
太線の丸で示したダムはMann-Kendall検定において有意水準10%の検定において変化傾向が検出されたダムを表す。 

 
図-8 各クラスターの変化傾向（参考文献8）より引用） 
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は残雪が少なくなり積雪深の変化幅が小さくなることを

意味すると考えられ、融雪の早期化の傾向を裏付ける結

果である。 

 

 

4.  まとめ 

 

日本の山地流域における流出パターンとその長期的

な変化傾向を、ダム流入量の観測データから分析した。

クラスター分析の結果、日本における山地流出パターン

には明瞭な地域特性が存在することがわかった。また、

30年間の観測データを用いたダム流入量のトレンド分析

結果から、年間の総流出量は顕著な変化傾向が見られな

かった。一方で、積雪地域の月流出量は顕著な傾向が確

認され、多数の地点で3月に流出が増加し、5月に減少す

る傾向が確認されるなど、雪解けの早期化が進行中であ

ることが示唆された。また、積雪深の観測データからも

融雪の早期化を裏付ける変化傾向が確認された。 
本研究は、日本の積雪地域において山地流出の卓越

時期が現在進行形で変化していることを示しており、同

様の傾向はダムのない山地流域でも生じていると考えら

れる。これらの変化は気候変動により今後さらに進行す

ることが予想されることから、将来の適切な水資源管理

のためにはこのような変化を前提条件とした検討が必要

になると考えられる。 
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図-9 積雪深の月ごとの変化と変化トレンド（参考文献 8）を一

部改変） 
 


